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2030年展望と改革タスクフォース（第３回） 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（開催要領） 

１．日時：平成28年10月27日(木) 12:00～14:00 

２．場所：合同庁舎４号館４階共用第２会議室 

３．出席委員等 

共同座長  高橋 進    日本総合研究所理事長 

新井 紀子    国立情報学研究所社会共有知研究センター長・教授 

河合 江理子  京都大学大学院総合生存学館（思修館）教授  

駒村 康平    慶應義塾大学経済学部教授  

齊藤 元章    株式会社PEZY Computing 代表取締役社長  

柴田 明夫    株式会社資源・食糧問題研究所代表 

牧野 光朗    飯田市長 

柳川 範之    東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授 

 

越智 隆雄    内閣府副大臣（経済財政政策） 

 

（議事次第） 

（１）開会 

（２）人材育成、働き方について 

（３）地域経済について 

 

【配付資料】 

資料１ 事務局資料 

資料２ 柳川委員提出資料 

資料３ 新井委員提出資料 

資料４ 河合委員提出資料 

資料５ 事務局資料 

資料６ 牧野委員提出資料 

 

参考資料１ 「働き方の未来2035」報告書 
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○事務局 第３回「2030年展望と改革タスクフォース」を始めさせていただく。 

 本日は伊藤共同座長が御欠席である。 

 １つ目の議題として「人材育成、働き方について」、御議論いただく。 

 事務局より資料の説明をお願いする。 

○事務局 資料１「事務局資料」について、説明する。 

 ２ページ、2030年を展望した人材育成・働き方の方向性について。2030年に予

想されることとして、20歳から64歳人口の減少、元気な高齢者の増加、技術革新

の進展、それに伴う職業の消滅・誕生を記載している。それらに対し、人口減少

から高齢者や女性等の就業促進による全員参加社会・生涯現役社会の実現、労

働力減少を補うため、労働生産性の向上、産業構造の変化に対応した人材育成、

円滑な労働移動といった課題がある。 

 課題に対する対応施策例を４本の柱として整理している。 

 １本目、多様な働き方の実現。現在、働き方が二極化しているため、非正規雇

用労働者の処遇改善や多様な正社員の普及、長時間労働の是正など。 

 ２本目、多様な働き手の参画。女性や高齢者等の就業促進など。 

 ３本目、人材育成。さらなる技術革新が見込まれるところ、技術革新に対応で

きるよう、学校教育段階での基礎的・基本的資質能力の育成・保障。所得等にか

かわらず希望する教育を受ける機会が得られる環境の整備。仕事についてから

の能力開発も重要となることから、職業人生を通じた能力開発、学び直し機会

の充実等を挙げている。 

 ４本目、人材の最適配置。外部労働市場のマッチング強化、内部労働市場にお

ける人材活用。就職に当たって、企業の職場情報が重要になるため、企業の職場

情報開示に向けた取組の推進。企業内外で客観的に評価可能な制度の整備。 

 ３ページ以降には、基礎的資料を記載している。 

 ８ページ、現在転職したいと思っている新卒採用の人が、現在の会社に就職

する際に、現在の会社の情報を十分に入手できていない傾向がある。 

 16ページ、フルタイム労働者に対するパートタイム労働者の賃金水準が、ヨ

ーロッパ諸国に比べて、日本は低い状況にある。 

 19ページ、正社員以外の労働者の能力開発機会が乏しいことが分かる。 

 次に、人材育成関係である。 

 29ページ、今後、18歳人口は、平成33年以降、さらに減少する。 

 32ページ、日本においては、諸外国と比べ、修士号、博士号の取得者数が少な

い状況にある。 

 37ページ、教育機会の確保について、半数以上の学生が奨学金を受給してい

る状況にある。 

 52ページ、企業の教育訓練費が減少傾向にある。自己啓発に問題があるとし
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た労働者の問題点のトップに「仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない」が挙げ

られている。ここにも長時間労働の影響が出ていると思われる。 

○事務局 柳川委員よりお願いする。 

○柳川委員 「2030年に向けた働き方・人材育成」についてまとめさせていただ

いた。外的な環境変化に関して、働き方の観点からお話をさせていただく。 

 一つは、AIやITなど、テクノロジーの進歩が働き方や、雇用、企業のあり方を

大きく変えるであろうということ。そのときに、雇用の二極化については、スピ

ードの速さが政策を考える上では大きなポイントだと思う。変化がゆっくりで

あると対応は比較的楽だが、スピードが速いので、この変化のスピードにどの

ように対応させていくのかが非常に大きなポイントになる。 

 技術革新の結果、スキルの陳腐化が起きてしまう。場合によっては産業自体

が消滅してしまうことも起きる。このような場合、その人たちをどうするのか

が非常に大きな課題になる。 

 一方、技術革新は大きなチャンスの拡大を意味する。新しい産業や、新しい分

野が急速に立ち上がってくる。今、マスコミをにぎわしているようなフィンテ

ックや、シェアエコノミーのウーバーや、エアビーアンドビーなど、こういった

会社を見れば明らかである。このような動きをどのように日本が取り入れてい

くのか。当然この働き方に非常に大きくかかわってくることだと思う。 

 ２番目、新たな働き方が生じている中で、今でもクラウドソーシングや、クラ

ウドワーキングや、テレワークなどが出てきているが、やはり2030年という15

年程度先のことを考えると、かなりテクノロジーが働き方の実際の体の動かし

方や、頭の動かし方を変えていくであろうと思う。ポジティブに言えば、場所や

時間にとらわれない働き方ができるようになっていく。複数の地域で働くこと

ができるようになってくる。複数の仕事を同時にこなす、あるいは並行してこ

なすこともできるようになってくる。こういった動きが大きく高まってくる中

で、制度をどう合わせていくのかが大きな問題だと思うし、政策の大きな課題

だと思う。 

 ネガティブサイドを言うと、技術革新が急速に起きると、スキルの陳腐化が

急速に起こる。スキルや能力や人材などは、普通はストックで考えているが、こ

れがすぐに陳腐化してしまうと、フロー化してくる。毎年毎年、何かを身につけ

ていかないと働けないことになるかもしれない。 

 働き方という観点からすると、高齢者の働き方が随分変わってくるだろう。

一つは実態として寿命が延びているだけではなく、体力や知力なども昔と違っ

て、若返っている。今の70代は、30年前、50年前の70歳とは全く違う体力と知力

を持っている。生産年齢人口の定義を変えないといけない。若々しくてやる気

のある、今までであれば高齢者と思われている人たちを働かせることがとても
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重要になる。技術革新があるため、働く高齢者がロボットのような装置をつけ

て働いたり、通勤電車に乗らずに家で働くなど、活用できるのではないかと思

う。 

 ２ページ、働き方だけではなく、企業の構造も随分変わるであろう。例えば小

さな組織、ウーバーやエアビーアンドビーやグーグルなど。規模に比べると働

いている従業員の数は物すごく少ない。かなり小さな規模で大きなことができ

るようになる。 

 もう一つは、企業が永続的に存続することがオールドスタイルになる可能性

がある。プロジェクト型の企業と記載したが、必要なときに人が沢山集まり、プ

ロジェクトが終わったらその人たちは解散する。また何かあったら集まるとい

う形になっていく可能性が高いと言われている。そのような場合、働き方をど

う変えていくのかが重要なポイントであろう。 

 急速な変化に応じて人が適材適所に動けるようにすること。これは社内、産

業内、さらには日本国内とも限らない。そのためには、情報共有である。必要な

スキルアップや能力開発が技術革新に合わせてできることが大きなポイントに

なる。これが社内教育でできるとは限らないし、経験の延長線でできるとも限

らない。 

 どのように人を動かすのか、人材の流動性を高めるのかという議論は大分出

てきている。2030年に向けて、ポイントになるのは、スキルアップ、能力開発あ

るいは人材教育などである。どこで誰がどのように提供するのか。この仕組み

をどれだけ早い段階でつくれるのか。アメリカやドイツでは、40代、50代の人が

学校に入り直して技能訓練を受けることは普通に行われている。こういった国

だと、仕組みはつくりやすい。ところが、日本には40代、50代の学生はほとんど

いない。日本の大きな特徴であり、大きな欠陥になってくると思う。 

 さまざまな事情があって働けない人には、セーフティーネットが張られてい

ることが社会保障で重要だと思う。一時期能力を失って働けない人がスキルを

身につけて戻っていくことができるトランポリン型のセーフティーネットが重

要である。 

 ３ページ、今後のポイントは「複業」である。あえて複数の「複」としている。

２つ、３つ並行して仕事していることが基本となること。例えば安定した本業

があり、もう一つベンチャーをやってみる。このようなことが可能になる。フラ

ンスでは開業率が統計的に顕著に上がった時期がある。専業をやりながら会社

をつくることを制度的に認めたことにより、かなり開業率が上がったことが知

られている。チャレンジを可能にする。複数あることで大きな変動に関しての

リスク分散ができる。あるいは２つ収入源があることで豊かな収入が確保でき

る。このようなことが基本になってくると思う。大きな組織と小さな組織両方
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に所属することも出てくると思う。 

 スキルアップや能力開発に必要な教育機会の提供について。最大のセーフテ

ィーネットは教育機会の提供であると思う。転職や再就職は、そう簡単にはで

きるものではないと認識している。20年ぐらい同じ会社にいると、能力があっ

ても別の会社に移ってそう簡単に活躍することができない。それは能力が、会

社にスペシフィックだからである。スペシフィックのため通用しないのかとい

うと、そうでもないと思う。全員通用するとは言い切れない。スペシフィックな

ものをゼネラルにしないといけない。ゼネラルに変えることで他の会社に転職

しやすくなり、活躍できるようになる。何らかの発想の転換や、マインドの変

換、あるいはスキルの一般化のようなことをやるステージがないといけない。

追加のトレーニングがないと、転職は簡単ではない。能力開発の機会が得られ

るようにしないと人はなかなか動かないということ。転職・再教育を可能にす

るための教育訓練にある程度予算をつけていくことが大きなポイントになると

思う。 

 キャッチフレーズとして「人生を３回生きる」。75歳まで働くと仮定。かなり

人生は長いので、１期、２期、３期と３つぐらいに分けて、違う会社で働く。場

合によっては違う産業で働くことができてもいいと思う。子育てや介護で10年

や15年中断しても、また正社員として働けるようなことが比較的スムーズにで

きるようになっていくであろう。 

 ４ページ、大人の教育だけでなく、学校教育も含めて教育のあり方を考え直

さないといけない。何歳になっても新しいスキルを身につける必要性があり、

新しいスキルを身につけていくための教育であったり、身につけられるような

教育が重要。変化のスピードに対応する必要があり、そのために必要な能力は

随分変わった。何を学ぶべきかの抜本的な改革も必要だと思うし、そのための

大学教育の発想の転換も必要だと思う。 

○事務局 柳川委員の御説明に対して御意見、御質問をお願いする。 

○新井委員 柳川委員の資料、１ページ２行目「実はAIがポイントではない」に

ついて。普通、「AIがポイントになる」と言う場合、AIのイノベーションが日本

で出来なかったら終わる、出来れば大丈夫など、そういった議論になりがちで

ある。「AIがポイントではない」について、説明をお願いする。 

○柳川委員 AIが重要なのはそのとおりである。ここで「実はAIがポイントで

はない」と書いたのは、AIが大きく進歩しなくても、今のレベルでも実は変えな

ければいけないところが沢山あり、その部分で変えられるのか変えられないの

かが、大きく企業のこれからの成長を左右するということを意図していた。そ

のため、「AIが大きく進歩しなくても、変化は多大」と記載している。 

 AIで重要なのは、データがデジタル化されているかということ。現状のテク
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ノロジーでも情報がどこまでデジタル化されているのかは重要。ところが、か

なりの書類が、手書きの紙ベースである。紙で回っているものはどれだけAIに

読み込ませたくても紙は紙である。時々、「うちの文書はデジタル化されていま

す」と言うと、PDFにはなっているが、画像ファイルであったりする。画像でPDF

になっていると全く読み込めない。AIがハイテクノロジーで進んでいく。どう

やって追いついていくのかも大事だが、実質的にそのバリューをどこまで出す

かは、今、我々が使っているテクノロジーのレベルのデジタル化であったり、今

のテクノロジーにどれだけ経済活動が適応できているのかにポイントがあると

思う。そこの部分が大事だということを申し上げたかったということ。 

○新井委員 ありがとうございます。 

○齊藤委員 現状、ご指摘のようにデジタル化されていない情報が多々あるこ

とはそのとおりだと思う。しかし、非常に短期間に100倍、1,000倍と処理性能が

上がっていくと、またその問題も変わっていくと思う。そこに関してもう一言

お聞きしたい。 

 それから、働き方に関して。大企業の事例を見ても、大企業にいること自体が

一生の生活が保障されることではなくなってきている。モビリティー、アジリ

ティーで、どんどん速い速度でプロジェクトが変わっていくところにおいては、

大企業の有利性もどんどん失われていく。結果として、「複業」という話が出て

くるのは当然だと思う。まず一つは、「複業」は働く側の方からは相当の抵抗が

あるのではないかと思う。今、「複業」を率先してやるような人たちは、そもそ

もベンチャー企業を既に立ち上げていてもおかしくないと思う。その観点では、

「複業」の方向に持っていくのだとすると、何か新しい制度や、モチベーショ

ン、動機づけが相当に必要だと思う。そこはどういったものを想定されている

のか。 

 教育について。今、委員御指摘の内容は非常にハードルが高く、現状の大学や

企業の中でこういった教育をしようにも教育ができる人が一体どれだけいるの

か、というお話と考える。その内容はかなり難しいものになる気がしている。何

か具体的なアイデアがあれば、もう少しお聞かせいただきたい。 

○柳川委員 １つ目に関して、どちらかというと私がお伺いしなければいけな

い話である。コンピューターの技術がどんどん高まっていくと、できるように

なる部分は大きくあると思う。例えば、物すごいスーパーコンピュータが開発

できたとして、手書き文章など、デジタル化されていない情報を全て瞬時に読

み込むことが可能になるのか。もしそれが可能であれば、手書きでもいいとい

うことになる。現状では難しいのではないか。私がわからない範囲なので、後で

追加していただきたい。私の感触では、現状デジタル化されていないと難しい

と思う。 



7 

 

 ２つ目。大企業がそもそも存続する可能性が100％あるわけではないというこ

とはご指摘のとおり。だからこそ転職力をつけたりすることが重要。「複業」が

全てを解決するわけではないが、転職力を身につけるという観点からいくと、

今まで全く働いたことがない会社に行くのは難しい。違う会社で少し働いてみ

る。出向でもいいが、少し経験を積むことで、別の会社に行きやすくなる。全く

初めての土地に行くよりは少し見なれたところに行くことでハードルを下げる

ことがプラスとして考えられる。「複業」を強制することは考えていない。強制

することは問題が多いと思う。その人がやりたいことをやるわけであるし、あ

るいはそういう機会を与えることは大事であるが、強制的に「複業」させるイメ

ージは持っていない。 

 ハードルが高いかどうかに関して。すごく能力がある人の「複業」のイメージ

を私は余り持っていない。震災の後、東北地方に行った人たちのことを聞いた。

経済が厳しかったので、一つの会社あるいは一つの仕事をしてもそんなに沢山

のお金が出ない。かなりボランティアもやっているので、そんなにお金が出な

い。自分は一つの仕事だけではなく、２つ３つやって合わせ業でそれなりのお

金を得ている。例えば農業であったり、１次産業だといっぱいある。１次産業と

コンサルティング業をやって、それなりのお金を得ている人たちもいっぱいい

る。すごく能力がある人がいろいろなことをやるイメージを抱きがちであるが、

実はそうでもなく、兼業農家は「複業」である。それは両方やって、片方がだめ

なとき、農業が冬のときにはどこかで働いてということはみんなやってきたわ

けである。１次産業のような、さほどハイテクのレベルでなくても、やっていけ

るのだと思っている。 

 教育について、確かに現状のスタッフを見ると、なかなかハードルが高いの

は事実である。ただし、2030年に向けて、ハードルが高いという理由で諦めるの

は余りにももったいないと思う。本質的には競争だと思うし、それぞれの大学

の創意工夫だと思う。大学は競争がうまくいくための自由度が欲しいと言うで

あろう。いろいろな課題があると思うが、余り現状の課題が高いために諦める

のは、この2030年のタスクフォースの中では適切ではないと思っており、ハー

ドルは高いが、お話しした。 

○駒村委員 社会保障を専門としている立場から申し上げるのは、適切なセー

フティーネット。要するに人生が長くなり、技術変化も早くなるため、これに対

して流動性を高めることを支援しないと、セーフティーネットのなさが技術革

新の邪魔になる。抵抗している人が増えることは結構あると思う。 

 子育てや介護で中断しても、正社員で続けられるということもそのとおりで

ある。今の社会保険や年金など、特に女性の年金などは専業主婦の立場になる

ことによって保障される。このようなことをやっているのはほとんど先進国に
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はない。介護や子育て期間だけ年金ポイントをつけるのであれば分かるが、専

業主婦になったら年金ポイントがつきますというのは、やめたほうがいいので

はないか。 

○河合委員 柳川委員がおっしゃった「すごく能力のある人の複業というイメ

ージはあまりない」とおっしゃったことについて一言加えさせていただく。海

外、特にヨーロッパではプロフェッショナルとして、活躍している医師、コンサ

ルタントや、会社の幹部などでも、複業の人はかなりいる。週の間は主な仕事を

して週末には全然違うことをやる。社会貢献の仕事をしている人も多い。生活

の必要に迫られて複業をしている人だけではなく、あらゆる階層で「複業」して

いる人がいることをお伝えしたい。このような働き方は、欧州の働き方、働く時

間が短く、休暇が長いから可能なのかもしれない。 

 もう一つ、技術革新に合わせた必要なスキルアップ、能力取得について。フラ

ンスでは、企業は１年以上働くと、年に20時間ぐらいの職業訓練を受ける権利

が法律で定められている。費用は企業が負担する。失業すると、失業保険をもら

うだけではなくハイレベルの職業訓練も受けられる。ITや語学学校など、自分

のレベルにあった授業を、企業研修として使われる専門学校で受けられるとい

うことをお伝えしたい。 

○柴田委員 従来型の社会の場合、誰が真っ先に出世していくのかというと、

社内の特殊能力を持った者が上がっていくケースが多い。それは社内の稟議に

や社内規程などに通じている者である。しかし、リタイアした場合、最も潰しが

効かない分野なのである。潰しが効くのは、経理や情報リテラシー、営業など。

そして、後で手に職をつけておけばよかったと考える。この新しい働き方の中

で、共通して潰しの効くスキルは一体何なのかということをお聞きしたい。情

報リテラシーなのか、あるいはそれぞれ個別の手に職という部分なのか。そう

であれば、問題はそれを生かす社会制度をどうつくっていくのかになると思う。

最終的には、自ら動く教育のあり方、子供のときから「学ぶ」という一方で「学

びほぐす」。「ラーン」という言葉と「アンラーン」という言葉があるように、１

回学んだものを自分なりに全部ばらばらにして、もう一度自分なりに組み立て

ていくという、そういった子供を育てていく教育が必要という印象を受けた。 

○柳川委員 学んでいく能力をどうやって身につけるのかはとても重要なこと

だと思う。変化は早いので、この技術を持っていれば、この腕を持っていれば、

もう一生安心というものは残念ながらなかなかない。変化したら、それに合わ

せた能力を開発していかなればいけない。では、自分で学ぶ能力をどう身につ

けるのか。そのためにはどのようなスキルが必要なのかというのは、この後、新

井委員と河合委員からお話があると思う。 

○事務局 新井委員よりプレゼンテーションをお願いする。 
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○新井委員 「AIが大学入試を突破する時代に求められる人材育成」というこ

とで、お話をさせていただく。 

 2011年から「ロボットは東大に入れるのか」という人工知能のプロジェクト

を進めている。東大に入るためのAIをつくることが目標のプロジェクトだと誤

解されているが、そうではない。現在及び近未来のAI技術・ロボット技術が導入

されることで、2030年の社会がどのように変化するのかを科学的に明らかにす

ることを目的に、我が国における学際的な知識・先端技術を集積して、これまで

に蓄積された人工知能の各要素技術の精度を高めて、大学入試というものをベ

ンチマークとしてAIの研究開発をする。このことによって、近未来のAIの可能

性と限界を国民が分かるような形で公開することで、AIへの対応力をつけてい

ただくということで進めている。 

 2010年の段階で、国立情報学研究所はコンピューターが仕事を奪うという、

2030年にはホワイトカラーの半分の職業が機械に代替されるという予測を世界

で一番早く出している。2011年にMIT、2013年にオックスフォードが、同じ内容

でプレスを出しているところ。 

 昨年度、進研マーク模試を受けて、５教科で偏差値として57.8になった。東ロ

ボくんは何年浪人しても東京大学には合格しないと信じている。それでも、東

ロボくんは今、上位２割の成績になっている。大学にすると、半分以上の大学に

合格している。つまり、偏差値57.8というのは、普通の高校生以上ということ。 

 なぜ意味が分かるはずの高校生が、意味が分からないAIに破れたのか。ここ

からが本題である。中高校生は教科書が読めているのかということ。そのこと

を疑問に思い、昨年中学生560人、高校生640人を対象に中高の国語と英語を除

く教科書全教科から文章を抜粋し、これが読めているのかどうか聞く問題を出

した。 

例えば次のような問題。 

 オーストリア、次いでチェコスロバキア西部と併合したドイツは、それまで

対立していたソ連と独ソ不可侵条約を結んだうえで、1939年９月、ポーランド

に侵攻した。 

 ポーランドに侵攻したのは（  ）である。 

 覚える必要はない。答えは書いてある。ポーランドに侵攻したのは「ドイツ」。

中学校の教科書ではあるが、中学生の25％がこれを正しく読めずに、「オースト

リア」か「ソ連」と答えている。 

 都内の進学校だったら、みんな読めるが、普通の中学生は４人に１人が教科

書の内容を理解ではなくて、表層的に読めていないことが分かる。 

アミラーゼという酵素はグルコースがつながってできたデンプンを分解する

が、同じグルコースからできていても、形が違うセルロースは分解できない。 
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セルロースは（  ）と形が違う。 

 これは文系、理系全員がとる高校の生物基礎の問題であるが、セルロースは

何と形が違うのかということ。答えは「デンプン」であるが、４択のため、25％

合っていてほしい。普通の中学校だと９％しか合っていない。全体的にランダ

ム程度しか合っていない。 

 東ロボくんもこの問題は間違える。「アミラーゼ」か「グルコース」と答えて

しまう。どうして東ロボくんはそう答えるのかというと、東ロボくんは統計上、

係り受け先になりやすいのは文頭の主語なのである。それでもなかったら、「形

が違うセルロース」を検索して、それからさかのぼって一番近いところにある

言葉を選ぶ。そのため、意味がわかっていないと、東ロボくんと同じような読み

をしてしまうことが判明した。 

 ここまでの問題群は、比較的高校生だったら７割５分とか、中学生でも６割

５分ぐらい読めている問題だが、一番悪いのが次である。 

 原点Ｏと点(１,１)を通る円がＸ軸と接している。 

 それはどれに該当するのかを選ぶ問題。３つ条件がある。原点Ｏを通る。（１，

１）を通る。Ｘ軸と接しているという３つの条件をチェックすると、Ａしかあり

得ないが、半分しか出来ていない。普通の中学校では３割ぐらいしか出来ない。 

 もっと簡単な問題。 

 原点Ｏを通る円がある。 

 これも、よく出来る学校で78％しかできていない。こういう言葉を見て、その

言葉の意味を埋め込む。これがまさにシンボルグラウンディングであるが、こ

れが、AIには最も難しい。先ほどの係り受けするようなものは、機械でも９割程

度出来ているが、この言葉を聞いて、どの状況がその言葉をあらわしている図

かということを選ばせるのは、AIにはほとんど出来ない。やり方が分からない。

ここで本来は、人間はAIと差別化をするべきである。人間しかわからない高度

な言語を介して、意味を通じ合わせるということ。それを中高校生ができてい

ないという実態が判明した。 

 AIによって上下に分断されるホワイトカラーというのは、大学を目指してい

るこれだけの子供がいる中で、東ロボくんは上位２割に来てしまった。東ロボ

くんのように意味がわからないまま、東ロボくんには劣る計算力と暗記力で問

題を解いている可能性が高いため大変な問題になっている。普通に書かれてい

る文がきちんと読めないし、意味が分からないというのは、別に高度なエリー

トに求められることではない。テレワークをするうえで、メールで手順書や仕

様書理解できないことや、契約書を見ても読めないなど、マニュアルを読んで

も実行できないなど、多くの場面でリスクが生じる可能性がある。 

 東ロボのプロジェクトからこのようなことが見えてきた。 
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 中高校生が説明文をきちんと読めないまま、AIと似た問題解決を続けた場合、

2030年には、労働力不足と失業の問題が同時に起こる。基盤になる能力があれ

ば、転職もできるし、テレワークもできるし、副業もできるはずだが、そういっ

たことが厳しいということ。このような事態を回避し、子供たちに未来社会を

担う確実な学力を定着させるためには、科学的なアプローチやデータに基づい

て優先順位を定めながら着実に教育改革を推進すべき。英語やプログラミング

をやらせている場合ではないと思っている。 

 カリキュラムについて、国際バカロレア導入といったハイレベルの議論より

も先に、小学校低学年からの語彙の定着や全ての教科を通じた正確に読み取る

力の育成といった基礎・基本を重視する学習指導要領改訂の現在の方向性が、

小中高校の全ての教室で確実に実施、実現されることを優先すべき。SNSやスマ

ホなど、メディア環境の変化の中、子供たちにとって一定量の論理的な文章を

読むほとんど唯一の機会となっている教科書を正確に読む訓練の素材としてふ

さわしいものになるように一層の工夫改善や質の向上が必要である。学力調査

については、テストワイズネスを排除できる費用対効果が高いテストの導入を

行うべき。カリキュラムや教科書の工夫改善、学校の条件整備などの教育政策

は、科学的なアプローチやデータに基づき、恒常的に見直し、改善する改革シス

テムを確立すべきだと思う。 

○事務局 河合委員、お願いする。 

○河合委員 「未来の人財育成への提案」として、お話させていただく。 

 既に柳川委員がご指摘されたので、世界的なトレンドは省略する。 

 世界経済フォーラム(WEF)の国際競争力 ランキング（2015年から2016年）で、

人材に関する項目を選んでみたが、「初等教育」は４位、「高等教育／訓練」にな

ると21位に下がって、特に「高等教育の質」は31位、「マネジメントスクールの

質」は51位、「人材の有効活用」は40位、その中で外国人高度人材の活用7 8位、

女性の社会進出は83位と、全体ではランキング6位であるが、2016〜17では8位

に後退したように、日本の国際競争力の低下が懸念すべきではないか。スイス

のビジネススクールのIMDも国際競争ランキングを出していて、日本はそのラン

キングでは26位になっている。低迷している理由の一つとして国際比較をする

と政府の教育への投資が少ない点を申し上げる。日本における、教育に関する

公的支出は低レベルで、民間が支出している部分を加えても、OECDの平均より

も低い。 

 また企業においても、高等教育の価値を認めていないのではないかと思うこ

とがある。アメリカでは履歴書にGPA（大学の成績）を書くのが当たり前になっ

ている。一方日本では、ほとんどの企業は大学の成績は考慮しない。企業が博士

取得者の価値を理解してないために、国際比較すると博士取得者も人口一人当
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たりの数が少ない状態になっている。 

 企業と大学との連携もうまくとれていない。先程の国際競争力ランキングで

「イノベーション」で、「R&Dにおける産業と大学のコラボ」と記載されているが

16位。 

 大学などからのベンチャーも育っていない。これはさまざまな原因があると

思うが、大学の先生のマインドの中で、自分たちでベンチャーをやろうという

気も少ない。学生のロールモデルがない。また、大学の方でも制度的にも制約が

ある。 

 前述したランキングでも指摘されているように日本では、マネジメント教育

が弱い。企業側もマネジメント教育の大切さ、効用がわかっていない気がする。

企業留学でMBAをとっても、その人材をうまく活用しない。マネジメント教育の

軽視は生産性の低さにも影響していると思う。 

 6ページのグラフは、OECDのPISAの数字であるが、問題解決力の弱さが指摘さ

れている。日本の問題解決力は、平均に比べて低い数字になっている。暗記型の

今までの教育は、ある意味では役に立ってきたが、正解主義などに偏ってしま

い、問題解決力が身につかないということが指摘されている。これからは自分

の頭で考えることを教えないといけない。 

これから、柳川先生がおっしゃったように、人材の流動性が必要になると思う

が、今の日本では再チャンスが認められないし、満足できる再就職が難しいた

め流動性にかける。失業した場合の、再教育制度が充実していないことも問題。

ベンチャーのリスクの高さを避け、大企業に就職してしまう学生も多いと思う。

流動性を高める意味でも職業教育は大切である。生涯教育投資が不十分である

ことも競争力低下の一因であろう。外国企業の例を取ると企業における、人材

投資の重要性がわかる。マッキンゼーというコンサルタント会社では、転職率

が非常に高く、アップ・オア・アウトで、３年や５年程度で転職する。しかし使

い捨てではない。非常にお金をかけて社員教育をしている。それによって、コン

サルタントの能力を高めるとともに、プラスの転職、つまり今のポジションよ

りももっと条件の良い転職ができるような人材育成をしている。そうしないと

いい人材も集まらない。国際機関でも、大体毎年１週間程度、ビジネススクール

で研修したり、社内研修を受ける権利がある。日本の企業では、人材能力の向上

のための投資がされていない。OJTで十分と考えている企業が多い。OJTだけだ

と、変化に追いつかないことがある。また休暇が取りにくく、研修時間を作るこ

とができないので、教育訓練休暇制度は必要。 

 転職などに必要な能力について。「TS能力」（※移転可能な能力）について話し

たい。移転可能な能力というのは、変化が激しい時代には流動性が高まるが、そ

れに対応するために人として必要な基盤的能力である。博士課程を卒業した研
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究者がビジネス界で活躍するために必要なスキルとして、欧米では大学院教育

の一部としてカリキュラムに15年ほど前から組み込まれるようになった。 

 TS能力について個人的な経験を話したい。私は、フランスのビジネススクー

ルで4ヶ月に及ぶ、グループワークを経験した。グループワークは８人で、８つ

の違う国籍やバックグラウンドも異なる。弁護士であったり、医者であったり、

フランス文学を専攻した人であったり、全く違う経験を持った人たちと議論し、

ケーススタディーの問題の解答に合意しなければならない。この経験から自分

の意見を主張する力や、相手を説得する力、また、相手の意見をよく聞く傾聴

力、リーダーシップ、チームワークなどを実践的に学ぶことができた。 

 その中で、グループで一緒に勉強した人たちに、リーダーシップトレーニン

グとして、「あなたの欠点は、長所はこうだ」ということを指摘されて、自分を

客観的に見る力を養い、彼らのフィードバックを取り入れて、自分の成長に変

えていく力を身につけた。 

 これから日本の人口減を補うためにも外国人の労働者の人数は確実に増える。

日本にいても、将来上司が外国人、部下が外国人となる可能性がある。グローバ

ルな社会に対応するための能力として、先程述べた移転可能なスキル加えて、

語学能力や異文化コミュニケーション能力、多様性を理解し、自分と異なる価

値観を受け入れるなどの柔軟性を身につけることが必要になる。それを効果的

に身につけるためには、インターンシップや留学等がとても有効だと思う。実

際に経験することが大切である。 

 高等教育での新しい取組についてお話しさせていただく。MOOC、ICTを使った

オンライン教育であるが、アメリカでは、ハーバードやスタンフォード、MITな

どの有名校が、ウェブで人気のある授業を無料で更新している。日本でもJMOOC

など提供するものがある。世界ランキングの100位以内の８割以上がMOOCを提供

し、主流になってきている。米国のチーフアカデミックオフィサーという、日本

の大学で言えば、教育理事が、オンライン教育の教育効果として、対面教育と比

較しても、同等かそれ以上と考えている。オンライン教育の利点としては、無料

で、自宅で空き時間で勉強できる。わからない点は繰り返し見れる。教員の負担

が減り、その減った時間でアクティブラーニングの時間が増やせるということ

だ。具体的には、反転授業という方法で、学生は知識取得を授業前にウェブで見

て、予習しておく。授業では問題をディスカッションし、分からないことを先生

に聞く。これにより、教育効果が非常に上がっている。 

 今後の話だが、有名大学、著名な大学教授は世界的に発信することで大きな

メリットを受けている。しかし今、アメリカの多くの大学で懸念されているこ

とは、オンラインで授業単位を安く提供されているため、中小の大学などは経

営を圧迫されてしまうのではないか。日本でも、将来は海外に留学しなくても
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単位を安くとれるため、日本の大学の競争相手になる可能性もある。勉強する

人にしてみれば、手軽に授業を受け、選択が広がり、悪い話ではないが、日本の

大学と学生の奪い合いになる可能性もある。 

 今年の10月に発表された企業と提携したオンラインプログラムを紹介したい。

マイクロマスターズというプログラムができ、修士号の単位の一部となる。大

企業のウォルマートやGE、IBMが提携しており、企業が求めている職業教育を提

供している。例えばMITがサプライチェーンマネジメントのコースなどを提供し

ている。大学は今までこういった実務的な、職業教育に余り重きを置いていな

かったので、企業のニーズとミスマッチを埋めるプログラムになっている。 

 私の所属している京都大学大学院総合生存学館では、新しい大学院教育とし

て、Ｔ字型人材を育成を目指している。Ｔ字型というのは、今まで大学院は「Ｉ」

という形で、狭く、深い専門知識を中心に研究するところであった。T型教育で

は、専門知識に加えて、TS教育やリベラルアーツ教育も横軸として提供してい

る。リベラルアーツ教育は日本で言うと教養教育と考えられているが、教養教

育よりも批判的思考や論理的思考を高める教育である。深い専門知識と、人間

力を備えた人材を育成したい。そのために、１年生の夏休みの国内インターン

シップ、２年目に途上国でのインターンシップ、４年目にも１年間海外武者修

行として、国際機関などに行く新しい5年一貫性の博士課程プログラムをつくっ

た。全寮制でもある。 

 生涯教育の一環として生涯教育やビジネス教育を提供する大学が米国で増加

している。またビジネススクールと連携も盛んになっている。ハイレベルの戦

略的思考と問題解決力を学ぶ。転職するにしても、このようなスキルを身につ

けることが必要。オンラインでも、こういった実践的なプログラムを提供され

ていることを申しあげたい。 

 まとめだが、生涯教育や高等教育、マネジメント教育の強化は日本の将来の

成長、人財育成のために大切だと思う。強化をするためには教育投資額の増加

が必要であるが、それと同時に、投資効率にも目を向ける必要がある。ICTなど

をもっと活用する必要もある。教育の効果を明確にすることは大切であるが、

現在一般に使われているPDCAサイクルは教育の評価として最適かということは

少し考えてみたい。 

 高等教育や生涯教育を充実させ、知識教育中心から問題解決力を学ぶ力をつ

ける教育、人間力、実践力を身につけていく人材が育てば、2030 年頃の変化の

激しい、チャレンジングな世界で活躍する人材が育成できるのではないかと思

っている。 

○事務局 事務局の説明、新井委員の御説明、河合委員の御説明、それらを含

め、委員の皆様方から御意見をお願いする。 
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○駒村委員 新井委員の最後のページの記述について。これは本当に大事な御

指摘である。ネット社会で、今の若い世代はSNSとかスマホで、自分の関心のあ

る情報だけが勝手に集まる。あるいは衝動的な情報だけを見るという使い方を

している。きちんと文章を読む力がどんどん落ちているのではないかと思う。

基礎教育のところで論理的な文章を読む能力を徹底的につけることに力を入れ

ないと、大変な問題になるのではないかと思っている。 

 河合委員の資料の13ページ、ICTを使った教育について。大事なところは、教

員の負担軽減をしたものがどう使われるのか、何に使われるのかというところ。

反転教育というのは、実際にやるのは難しいと思うが、従来のような、特に私

学、100人とか200人を相手に一方向的に話す授業は限界がある。反転教育の形

で、事前にテキストや資料、データは見てきていると。これをどう使うのか。た

だ、これも大人数だとなかなか難しいところではある。 

 15ページ。企業が求めている職業教育。日本の大学は18歳から22歳の子供か

ら半分大人になる人だけを相手にしているところ。社会人が納得できるような

職業教育をするという状態ではない。アカデミックな論文を何本書くのかとい

うことだけが評価になっているので、企業が求めている職業教育、こういうも

のは日本の大学ではほとんど評価されない。だから、日本の大学の位置づけを

改めないと、諸外国の動きにはついていけないのではないかと思う。 

○牧野委員 河合委員からお話の変化の多い時代に求める経験能力で、グルー

プワークのお話があったところ。いわゆる人間関係をどう構築していくのか、

この人間関係の構築力は、もっと力を入れていくべきだと思う。学校の中だけ

では、先生と生徒は上下関係で捉えられる。生徒同士は横の関係としての捉え

ができる。人間関係というのは、そういう縦と横だけではなくて、斜めの関係も

ある。地域の中に出ていって、隣のおじさんやおばさんのような、そういった関

係の皆さんとの話の中で、そうした関係構築をするような力も非常に重要にな

ってくるのではないかと思っている。 

○齊藤委員 新井委員への話であるが、まず、委員が最後におまとめになられ

た、日本語をしっかり学ぶべきということは、私も全くその通りであると同意

する。 

 これまで300人を超えるソフトウエアのエンジニアを自分で採用して、一緒に

仕事をした経験からだが、非常にしっかりしたプログラムを書ける人は、日本

語がきちんとできる人が有意に多い印象がある。プログラミングの場合は、コ

ードでカンマとピリオドが違っただけでもコンパイルもできない。コンパイル

が通っても動かない。あるいは間違った答えを出すことになる。非常に厳格な

理解が求められるというところと何か関係性がある気がする。まずは日本語を

しっかり学びましょうというところに加えて、その逆にプログラミングの割と
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小さいころからの教育というのは、言語教育にも何かプラスの面があるような

気もするので、御見解をいただきたいと思う。 

 河合委員のお話の中で、MOOCのお話があり、私もMOOCの可能性は非常に大き

いと思っている。一方でアメリカでの中小の大学などの経営を圧迫する可能性、

それから、日本の大学の競争相手になることに関して、日本でも当然JMOOC等が

立ち上がってきて、いろいろなオンラインのリソースが増えてくることになる

と、そこの質が上がった場合に、既存の大学の教育がMOOCとどう差別化されて

いくのか。あるいはMOOCで十分教育が得られるとしたら、日本の大学がそれに

加えて提供すべきものがないと、そもそも存在意義という話になってくると思

う。そこでの差別化で日本の大学が目指さなくてはいけない方向性など、今後

どういった方向に向かうとお考えか。 

○新井委員 リーディングスキルテストと呼んでいるが、既にこの問題を数千

問用意しており、今年度１万5,000人、この１月、２月に文部科学省が行う高大

接続の高校１年生向けの基礎テストで採用が決まっているので、そこで5,000人

とれる。多分２万人規模で今年度調査が行われるが、加えて、企業でも一部この

調査が行われている。 

 理由は、日本のソフトウエア構築の精度がよくない、IT系なのに利益率が低

いという問題意識がある。大きなベンダーが、あるシステム構築の案件を持っ

てきたときに、そこが受けるのではなくて、２次受け、３次受けを使うわけだ

が、１次受けはいいが、２次受け、３次受けになると、人手不足の折から文系を

卒業した学生がSEになっているところが少なくない。そういうところでは、仕

様をきちんと論理的に読むとか、仕様と仕様の間でどういう意味があるのか、

字面だけではなく、これはこういうことを実現しようとしている仕様なのでと

いう論理的整合性というところが欠けている。そのため、最後、納品の間際にな

ると、よく「火を噴く」と呼ぶが、火を噴いて、人が泊まり込みになってやる。

手戻りが多いということで、利益が十分に出ていない。 

 多分、プログラミングをやったからできるようになるのではなく、きちんと

読む能力がある。つまり、文系の大学生は、多分文系的に読む。文系的に読むと

いうのは、仕様をきちんと理解しないということにつながりやすくなっている。

日本のソフトウエアのIT系の利潤率を確保するためにも、しっかり読む力も中

学、高校で身につけさせることは非常に重要なことだと考えている。そのため

には、まずは日本語がきちんと読めることだと思っている。 

○河合委員 オンラインを使った教育がこれから増えることが予測されるが、

大学がどういう役割を果たしていけるか。実験的にいろいろなことが行われて

いる。私が卒業したビジネススクールでも、ｅラーニングのeMBAというものが

ある。自宅学習が中心だが、年に５回ぐらい数日集まってディスカッションし
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たり、グループワークをしたり、他の受講生と切磋琢磨する。そういった知識だ

けではないものを学び、前に述べた人間力を高めるような教育、経験を大学と

いう場所、本質的な学びをする場所と考えている。先程述べた、MOOCのオンライ

ンプログラムもピアソン社と組んでローカルなスクールのようなものも将来的

に立ち上げるようである。 

 国語力はすごく大切だと思っている。国語力は考える力と直接結びついてい

る。海外では、自国語を大切に勉強している。日本では国語の時間を減らし、安

易に英語の時間に充てる傾向もあるかなと、その点は心配している。 

○新井委員 現状の国語のままでは目指しているような国語力はなかなかつか

ない。文学作品の鑑賞であるとか、とても大切なことだが、それではこういう目

指している国語力がつかない。新しい指導要領で「論理国語」という仮称がつい

ているが、論理的な国語をきちんと勉強させるという話が出ていると思う。国

語といったときに、国語に丸投げするのではなく、国語でどういう力を身につ

けるかということに関しても、バックキャストしていかなければいけないと思

っている。 

○齊藤委員 日本語に関して、非常に危機的な状況のコメントだけさせていた

だきたい。大手様から受託の開発を受けることが過去20年間ずっとあった。最

近、いただく仕様書の要件定義のところの日本語が既におかしい。何通りにも

理解できてしまって、何を開発したらいいのか正確に分からないということで、

相当問い合わせないといけないことがある。確実に20年前、10年前と比べると、

相当にレベルが落ちてきてしまっている。東ロボくんで言いますと、もう設問

自体から日本語が間違っているという話である。これは本当に日本語を何とか

しないといけないということは、現場で痛切に感ずるところである。 

○柴田委員 新井委員の東ロボから見えてきたこと、まさに同感である。まさ

しく2030年を展望した場合、少子化というのは、初等中等教育をしっかり行う

良い機会になると思う。教師の役割と責務ここも非常に重い。よく子供たちを

見て、あの先生の人間力を含めて、超えられないのではないかというような、気

の毒に思う場合もあるので、改めて教師というものにもっと力こぶを入れる教

育のあり方は必要という気がする。 

 国語力といった場合は、文語文というものはある程度取り入れることが必要

なのではないか。『たけくらべ』の文章を見ても、21歳ぐらいで非常に流暢な文

章を書いている。文豪の力というのが一つ基盤にあるのではないかという気が

する。安易な方向に流れた結果、国語力を失ってきたという気がするので、そこ

も含めた見直しが必要という気がする。 

○新井委員 これからの教育改革はエビデンスベースでいく。つまり、文豪の

文を読むのがよいに違いない、といった印象でやってしまうとよろしくない。
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この20年間迷走してきたのは、エビデンスがない中でいろいろな御意見があっ

たということ。この後はエビデンスベースでいくということでお願いしたい。 

○高橋座長 幼児教育あるいは初等教育でも、例えば小学校低学年ぐらいまで

のところで、―初等の後半や中等教育については読み取る力を磨いていくこと

が必要だと思うが―、その前段階で、幼児期に辛抱する力ややり抜く力という

ものがそもそも身についていないと、もう小学校高学年、中学校でどんなに何

を教えようとしてもだめなのではないかという知見も海外ではあった。そうい

う点で、幼児教育なり初等の前半ぐらいのところ、その辺については何かお考

えがあればお聞きしたい。 

 もう一つは、河合委員の引用された最初の国際競争力の低下のランキングに

ついて、日本は実は初等教育のところのランキングは高い。これは日本を誤解

しているからランキングが高いと理解していいのか。要するに、暗記力とか、そ

ういうところでは日本は初等教育の質は高いと思うが、初等教育はいいが、中

等教育、高等教育が間違っているのか。今までのお話を伺っていると、初等教育

のところから日本はやり直さないといけないのではないかという気がする。そ

の観点で言うと、このランキング自体が日本に対する見方が甘いというか、誤

解しているという気もするが、お考えがあればお願いする。 

○事務局 議論の途中だが、公務のため、副大臣がここで中座されるため、副大

臣から一言お願いする。 

○越智副大臣 ２つお話をさせていただく。一つは、ここまでの３回の会合で

幅広い分野でさまざまな論点を提起していただいているところ。もともと本タ

スクフォースは11月末までのスケジュールとしていた。これを12月以降、追加

的に１回か２回か会議を行うことも検討したいと考えている。委員の先生方、

それぞれお忙しい中で御都合もあると思うが、事務局において調整させていた

だきたい。 

 もう一つは、経済財政諮問会議には、有識者からさまざまな政策課題に関す

る意見を収集する政策コメンテーター委員会が設置されているところ。これも

この2030年タスクフォースで活用させていただきたく、事務局にて検討させて

いただきたい。よろしくお願いする。 

○新井委員 小学校入学の段階で、相対的貧困等の問題等から、語彙の量に子

供たちの間で大きな差があることが知られている。小学校入学のスタート地点

から大きな格差になっている。家庭に新聞もない、本もないなか、学校から無償

配布される教科書だけが唯一の文字情報であるという家庭も少なからずある状

況である。長時間労働等のせいで、家庭で大人が会話をするのを聞く機会がな

いために、語彙が広がらないという課題も浮き彫りになっていると認識してい

る。 
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 少しポジティブな結果として、今回の読解力の調査では、中学校、高校とやる

と、学年で上がっている。ずっと止まっていたら本当に救いがないが、有意に上

がっている。学校教育が効いていると言える。調査をした全ての市町村が中学

校からだと遅い、もう少し遡らないといけないと感じている。何とか公教育の

中で支援ができる方法を探りたい。学校でできることは限りがあるので、余り

にも手広く抽象的にならないで、今回のように問題点が明らかに判明したとこ

ろをしっかり対応していく。またエビデンスをとって、それでも改善しないの

は何故なのかを一年一年考えていきたい。 

○河合委員 専門家ではないのだが、ご指摘のように、初等教育のランキング

は４位と高い。質は７位だが、もう一つ、初等教育の項目に就学率があり、日本

は100％で1位である。それでランキングが上がっているということがあると思

う。 

○駒村委員 自制心の話について。なかなか日本で自制心の研究はそれほど多

いものではない。計画的に行動することは、すごく影響を与える。就学前の生育

環境はすごく影響を与えており、どうも家庭環境の与えるストレス、こういっ

たものがかなり自制心という部分にマイナスの影響を与えると思う。そういう

ところも視野に入れておかないといけないと思う。少なくなってくる子供であ

るから、初等教育のサポートや、生まれた直後の部分から家庭でサポートする

システムも重要かと思う。 

○事務局 次の議題「地域経済について」、御議論をいただく。 

 事務局より基礎的な資料を御説明し、その後、牧野委員より御説明をいただ

く。その後、自由討議に入りたいと思う。よろしくお願いする。 

○事務局 資料５、簡潔に御説明させていただく。 

 ２ページ目。前回の会合において、牧野委員から大変重要な問題意識、この少

子高齢化、あるいは財政難の状況の中で、イノベーションを起こせる自治体を

どのように形づくっていくのがよいかといった問題提起をいただいた。そうい

ったご指摘に基づいた構成にしている。 

 2030年に予測されることは、まずは人口減少問題、少子高齢化、言いかえる

と、東京への一極集中、各地域でサービス業の立地が厳しくなる自治体の増加、

こういった負の側面、加えて財政難というところが挙げられる。 

 他方で、明るい側面として、一つは、世界の国際旅行者数の増加。言いかえる

と、日本の各地域の観光地としてのポテンシャル、あるいは、ITを初めとしたイ

ノベーションの進展が挙げられる。 

 こうした2030年に予想される姿を踏まえ考えられる課題であるが、一つは需

要の維持あるいは消費を呼び込むという形での経済の下支え。更には地域資源

の魅力の向上という形での地域活性化あるいはそのインバウンドの吸引。この
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人口減少の局面での労働力の維持・確保も重要な課題である。同じく人口減の

局面でのコミュニティ・生活圏の確立、きめ細かい行政サービスの提供などは

重要な課題である。 

 一番右の部分には、それぞれの課題ごとに、現在進行中の施策などをカテゴ

リー別に記載している。 

 まずは交流・移住人口の拡大。基本的に大事なところは情報提供や、交流の促

進などを施策として行っているところを記載している。 

 更にはグローバル・ネットワーク・地域資源の活用について。日本版DMO、DMO

とは「Destination Management Organization」の略であるが、「Destination」、

目的地としての日本の魅力を向上させるような取組。日本型イノベーション・

エコシステムというものがあるが、イノベーションの横展開、それぞれの地域

にすぐれた技術がある場合に、その発掘と事業化に向けたプラットホームづく

りという取組も行っているところ。その協議会を本年６月に招集して、事業が

開始しているといった横展開、価値観の共有の取組もある。 

 また、立地が厳しくなる自治体の増加に伴うブレークスルーとして、情報通

信技術の活用によるサービスの提供といったところも施策として講じていると

ころである。 

 更に、コンパクトシティの形成、あるいは広域連携施策の活用・展開といった

従来からの施策についても記載させていただいている。 

○事務局 牧野委員、お願いする。 

○牧野委員 地域という集団の質の向上をいかに目指すかという観点で考えて

いるところ。 

 飯田市の御紹介は省かせていただくが、その中身は多様性に満ちた地域づく

り、ものづくりが行われているところである。 

この時代、私は「三重苦」と表現している。人口減少、少子化、高齢化、これ

は地方から見ると、子育て世代が子を幾ら育てても、どんどん人口が流出して、

首都圏に一極集中していった時代が長く続いた。なかなか帰ってこない中での

人口減少、少子化、高齢化の時代を迎えているという基本的な問題。これは内閣

府での地方創生本部において、この対応が取り扱われている。 

 国も地方も大変財政難である。国の借金が1,000兆円以上あるため、地方は国

の下支えを期待できない。公共施設も老朽化が非常に進んできている。こうい

ったものは、経済財政諮問会議の専門調査会で扱っているもの。 

 もう一つ、見過ごされている認識を持っているのだが、非常に大きな問題は、

大都市も地方も「受け身の社会」。行政サービスの「受け手」というところにと

どまって、本来の地域づくり、産業づくりの主体としての姿勢がなかなか発揮

できない。言ってみれば、地域に住んでいる、地域づくりや産業づくりの担い手



21 

 

のポテンシャルを引き出すことがなかなかできない。そのような状況が都市に

も地方にも蔓延している。地域の課題解決のための地域運営組織に関する有識

者会議が立ち上がっているので、ここの議論をもう少し深めていく必要がある

と思っている。 

 人材サイクルの構築ができないことは、地方にとっては致命的である。人口

減少の時代に高校を卒業していった子供たちが帰ってこなければ、地方は消滅

していくということ。ちゃんと帰ってくるような政策をとらなければいけない。

人材育成のところで非常に大事なのは、地域に愛着と誇りを持てるような人材

の育成を、高校時代時代までを通して行っていくことが求められるということ。

文部科学省でも高校生までを含めてコミュニティ・スクールの取組を始め、こ

うした考え方を取り入れてきていただいていると思っている。全国的に早く横

展開ができればと思う。 

 公共施設の状況も、飯田市の状況であるが、毎年50億円位必要なところに12

億円程度しか投資ができない状況で、このまま維持することはできない。これ

は別に飯田市がというわけではなく、どこでも同様の状況にある。国土交通省

のアイ・コンストラクションや、いろいろな技術の導入等で御支援いただくこ

とができればと思うわけであるが、根本的には徹底した行財政改革をしていく

ことが求められる。 

 行政サービスを縮小させると言って選挙に勝てる政治家は、誰もいないと思

う。選挙をやっている立場から見ると、行政サービスは拡充させなければいけ

ない。そういうニーズが多い。しかし実際は行政がやれる役割は相対的に見れ

ば縮小する。コンパクト化していかざるを得ない。この行政サービスの担い手

をいかに増やしていくのかが非常に重要になってくる。この地域自治組織、地

域運営組織の役割が実は非常に大きいということが、私の持論である。「多様な

主体の協働」というのは、そういった意味で、記載している。 

 イノベーションが起こる地域をどういう形でつくっていくのか。事例集をつ

くっても、先進地の視察に行っても、これは自分の地域でできないなと、大体み

んなそう言って帰ってくる。それを何とか乗り越えようというのが、今のもく

ろみである。高橋共同座長にも飯田市に視察に来ていただいたが、どうして飯

田市にはこんなに先進事例がたくさん出てくるのという率直な御感想をいただ

き、光栄であった。 

 分析してみると、結果だけ見ていても、それは分からない。プロセスを見ない

と分からない部分である。こういった優良先進事例、イノベーションと言って

いいと思うが、こういったものが出てくる土壌、注目すべきはこの見えていな

いところ、そこで何が起こっているのかということ。 

 これは「共創の場」がある。この「共創の場」において、イノベーションが起
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こっていることが、私の考えである。飯田市ではさまざまな分野で「共創の場」

が存在し、そこからイノベーションが起こってきている。それが成果としてさ

まざまな形であらわれているものである。 

 それを経済の話で、産業振興策で少し説明させていただく。 

 今、飯田地域は航空宇宙プロジェクトで、全国的にも注目をされているが、最

初から今のような航空宇宙をやる形になっていたわけではない。 

 この地域は経済自立度という「見える化」を行っている。地域の経済状況がど

うあるかということを「見える化」して、それを共有化しているもの。それによ

り、この地域が将来やっていけるのかどうか。現存の産業だけではなかなか厳

しい。そうであればどうすればいいのかという、そうした価値観の共有を図っ

てきている。これがまず根底にある。それをこの「共創の場」、まさに産業界の

場合、南信州・飯田産業センターというものがあり、ここで行政と産業界の皆さ

んが集まって地域の産業の課題というものを話し合い、そして、そこから解決

策を見出していくことをずっと継続的にやってきている。 

 出てきた結論は、当地域は精密機械が主力なのだが、今の精密機械だけでは

なかなか自立度は向上しない。そこから先の次世代の産業をこの地域の中で育

成していくことが必要といった話になっていった。少し背伸びしようという話

になる。その背伸びをしようという中で、この精密機械に一番親和性がある次

世代産業は何かと考えると、いわゆる自動車のように大量生産の中で、究極の

コスト削減をしていくような産業よりも、我々はつくり込みによって付加価値

をつけていく航空宇宙産業の方が合っているという話になって、航空宇宙プロ

ジェクトが立ち上がる。 

 最初は、その産業界に入るパスポートと言われているJISQ9100の取得を目標

にする。当初は１社しか取得していなかったが、現在27社取得している。当事者

意識を養成して、その産業界に入っていくことをみんなで考えている。 

 これから事業をやっていくうえで、地域の中でどこまでやれるのかやってみ

ようと事業主体を設立。飯田市のリレー生産体制をつくっていく。経済自立度

を向上させるためには、いかに地域の中で工程を一貫生産できるのかというこ

とが課題になるわけである。自分がこの工程を受け持つ、相手がこの工程を受

け持つということを決めるためには、それぞれの技術を出し合わなければいけ

ない。それを評価し合わなければいけない。そうすると、あなたの方がこの工程

は技術がすぐれている、この工程は私の方がすぐれているということを実際に

自分たちで確認し合う。それがまさに飯田市のリレー方式なのである。 

 しかしまだ抜けている工程がある。熱処理工程とか表面処理工程というのは

この地域にないではないかという話になり、それは新しく作ろうとなり、産業

クラスター拠点工場を、産業センターが建物を持つ形で作っていく。これで部
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品の一貫生産をやっていこうという話まで持っていった。協働スキームがこう

いった形でできてくる。 

 その次、高付加価値を目指すためには、この部品産業だけにとどまってはい

けない。日本でもあまり経験のないシステム装備品。これを目指していこう。

MRJの国産化率が上がらない最大の原因はこの部分が外国に握られているから

であるが、このところへの参入を目指していこう。そのためには、人材育成が必

要である。地域における人材を育成しよう。そのために知の拠点を整備して、そ

れを支えるコンソーシアムを作っていこう。今まさに、この入り口のところま

で来ている状況である。行政もこの地域のために何とかしようということで、

飯田市だけではなく周辺町村も一緒になって広域連合でこれを支えていくもの

を作っている。このような形で背伸びをしながら、目標に向かって進んできて

いることが特徴としてある。 

 この南信州地域と言われる飯田・下伊那の地域の中で今、そうしたイノベー

ションが起こってきている。これをさらに広域連携に結びつけようという形で、

この三遠南信と言われる東三河、遠州、そして、南信州ががっちりと結びつい

て、ここに新しいクラスターの形成特区を作り、それが航空宇宙のメッカであ

る名古屋、岐阜とつながっていく。この広域連携を作ってきつつある状況であ

る。 

 重要なのは、社会資本整備の役割である。今までの社会資本整備は、ストック

効果を出すために大変な御尽力を各地でやられている。その役割はカンフル剤

としての機能であり、Ａ地域の生産性を向上させるための社会資本整備がうま

く機能すれば、Ｂ地域、Ｃ地域でといった形でやってきている。飯田地域で行わ

れているのは、逆で、むしろ広域連携が先なのである。 

 広域連携をして、どういうことが役割分担でできるか。産業分野において、自

分たちは例えば航空部品のこの部分をやる、遠州ではこの部分をやるといった

役割分担をするといったものを、また、ここでも「共創の場」という話が出てく

るが、これがまず、つくられている。それを誘発するような形で、この社会資本

整備の話がついてきている、後押ししている。まだ三遠南信道路は全通してい

ないし、まだリニアは来ていない。しかしながら、こういった先にできるものを

社会資本整備が後押しする形によってイノベーションが促進される、誘発され

るという考え方である。やはり社会資本整備のやり方は、こうしたことが必要

になってくるのではないか。 

 リニアについて。既に国土交通省でナレッジ・リンクという考え方を出して

いる。これから大事なのは、どういった形で「共創の場」をつくっていくのか。

イノベーションが起こせるような広域連携をどうつくっていくのかということ

がこれからの課題だと捉えている。 
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 産業づくりだけではなく、地域づくりにおいても、こうしたイノベーション

を起こす。そういった試み、取組がなされている。 

 全国で非常に大きな課題になっている中心市街地活性化についてだが、飯田

地域においては、まず、価値観の共有がある。 

 りんご並木が街なかの真ん中にある。中学生が飯田の大火の後、飯田を美し

い街に再生したいという、純粋な心でこのりんご並木を育ててきている。この

伝統というものがずっと、まちづくりの基軸にある。ここで実際にりんごの世

話をした中学生が大人になり、中心市街地の再開発にかかわったり、そこのに

ぎわいづくりにかかわったりしてくるわけである。 

 もしこのりんご並木なしでいきなり中心市街地のハードだけやっていたら、

日本全国にある、金太郎あめのような中心市街地になったかもしれない。しか

し、この飯田のまちづくりの原点であるりんご並木がずっとここに存在してい

ることによって、その基軸からいろいろなイノベーションが起こっていく。 

 この再開発によって、りんご並木周辺が空間整備されたが、そこのにぎわい

をどうつくっていくのかということで、ネットワークが組織される。このネッ

トワークのモットーは、一つは自主性。自分たちのことは自分たちで考えてや

ろう。もう一つは、みんながそれに対して協力していこう。足は引っ張らない。

この２つの考え方で、このネットワークは運営されている。 

 非常に大きな話の流れとして出てきたのが、人形劇のまちづくりがりんご並

木と並んで飯田のまちづくりの一つの特徴であるが、これを組み合わせるとい

う話になり、丘のまちフェスティバルという試みが生まれている。これは表が

人形劇フェスタとすると、まさに裏のサブカルチャーの世界である。人形から

フィギュアということで、サブカルチャーの祭典としてやっていこうという話

になって、そこから、全国のオタクたちが集まるフェスティバルがここに起こ

ってきた。 

 「痛車」が街なかにずらっと並んでいる。「痛タク」という、要するに「痛車」

のタクシーが町なかを走り回るという状況まで起こってきている。自分たちの

できることを責任を持って自分たちでやって、その足を引っ張らない。みんな

が協力してやろうという「共創の場」が働いてくると、ここまでクリエーティビ

ティー、イノベーションが起こってきたという話である。 

 「痛タク」これは飯田に来ていただいて、本当にタクシーを呼ぶときに、「痛

タクでお願いします」と言うと、このタクシーがやってくる。これは１社だけで

あったらほかの街でも多分あると思う。街なかにあるタクシー会社６社が全部

タクシーを１台ずつ出して、みんなでやろうとなるのは、これは「共創の場」が

ある飯田ならではだと思う。 

 31ページ、こうした産業づくりや地域づくりでイノベーションを起こしてい
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く、そのベースになるのが、やはりコミュニティだと思っている。産業づくりの

主役である産業人も、あるいは地域づくりを担当しているNPOの方や地域住民の

方も結局同じ地域の中に住んでいて、そこの地域をよくしていこうという考え

方があるわけである。 

コミュニティの質をどう上げていくのかということが、2030年に向かって、

非常に重要な要素になってくる。 

 QOL（Quality of Life）、個人の質の向上というものは、これからも追求され

ていくべきだと思う。これに加えてコミュニティの質をいかに上げいくか、向

上させていくのかということを2030年に向けて考えていく。それがまさに地域

をイノベーティブにしていくことになると考えている。コミュニティの質を上

げる３要素として、主体的参画、自治性、価値観の共有を挙げさせていただいて

いる。 

 飯田市ではそのベースとして、地域自治組織の再構築を行っている。事務局

の資料の地域運営組織の中でもモデルとして出ている飯田市の地域自治組織の

つくり方になる。トップダウンで行政に都合がいい形での自治会の機能を全く

逆転させて、地域住民が自分たちの地域は自分たちでつくっていくのだという

形でのボトムアップの形に変えていったということが特徴である。 

 地域コミュニティ向上の主体的参画として、市政懇談会のあり方も変わって

きている。以前は、行政に対してあれをやってくれ、これをやってくれといった

会議だった。今は変わってきている。こういうことを、地域でやっている。それ

に対して一緒に行政も考えてほしい。あるいは、小学校や中学校の皆さん方が

市政懇談会に出てきて、地域の将来をこうしていきたいと提案する。まさにり

んご並木の精神に基づいて、子供たちがまちづくりにかかわっていこうといっ

た姿まで出てくるようになっている。 

 自治性も高まっていて、あれやってくれ、これをやってくれということが非

常に強かった地域において、菱田春草氏という明治の大画家が飯田市から生ま

れた。その生誕地を公園化してほしいという話が出てきた。これについて、２年

間の議論させていただき、なぜそれを行政がやる必要があるのか、主体はどう

するのかという議論をずっとしてきた。 

 最終的に、あれをやってくれ、これをやってくれと言っていた地域コミュニ

ティであるその地区は、自分たちでこの公園をどこまでできるのかやってみよ

うというように、体質が変わってくる。署名集めをして、募金集めをして、最終

的には2,100万円のお金を集めて、1,800万円を市に寄附して、整備の足しにして

ほしいと。残りの300万円は、我々がこの公園を自分たちで維持・保存させてい

くということになるわけである。 

 もし、これを行政があれをやってくれの中でわかりましたとやってしまった
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ら、恐らく公園をつくっても、みんな関心を持って、その公園を自分たちでやっ

ていこうとには多分ならなかった。まさにこれがイノベーションとして起こっ

てきている一つの例である。 

 もう一つ、価値観の共有として、各地区において、それぞれの地域の将来像、

基本構想を策定する流れが起きている。飯田市は20地区あるが、そのうちの17

地区で既に策定済み。１地区が策定中。まさに、自分たちの地域の将来像を自分

たちで考えている。価値観の共有をする中で、自分たちのまちづくりをやって

いこうという機運が高まってきている。 

 イノベーションの例として、自分たちで保育園もやっていこう、自分たちで

老人福祉施設もやっていこうという中山間地域の地区も出てきて、全国的に注

目される社会福祉法人にもなっている。 

 これからのイノベーションを起こしていく地域をつくるためには、そうした

「共創の場」をつくっていくプロセスをいかにこれからつくっていくのかが重

要になると思っている。 

 リーダーシップのあり方を常に考えるわけだが、トップダウン型というのは、

よくありがちなもの。これは否定するものではない。危機管理的な場面でトッ

プダウン型は大変重要だと思う。地域づくりや産業づくりを進める上では、キ

ャッチボール型やボトムアップ型のようなものが有効である。 

 キャッチボール型は表記のとおりだが、ボトムアップ型は何かというと、住

民がこういうことが問題ではないか、これはどうするのだということをリーダ

ーに対して言ったのに対して、違う住民がそれに対して答えを出すもの。そう

であったら、リーダーは要らないのではないかと思われるかもしれない。そう

ではない。そこにいることによって、課題が出て、それに対する答えが出る。ま

さに触媒（カタリスト）の役割を果たすリーダー。これは究極のボトムアップ型

と捉えている。 

 この２つのような形で「共創の場」の中におけるリーダーの役割が求められ

ると考えている。 

 2030年に目指したいのは、人口減少、少子化、高齢化に対しては、人材サイク

ルの構築を確立し、子育て世代を子育てしやすい地方にちゃんと送り届ける。

国も地方も財政難を克服していく。自立心の欠如の「受け身の社会」から脱し

て、自立志向の強いクリエーティブなコミュニティを創出していく。まさに「共

創」「ボトムアップ」「善い地域」、これを目指していければということを申し上

げて、私からの説明とさせていただく。 

○事務局 牧野委員の御説明に関して御質問、御意見、お願いする。 

○齊藤委員 前回の会合で、私は産業のクラスターがある程度の規模、内容が

あるのであれば、日本においてはローカルなオープンイノベーションを進める
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ことが非常に適切な方向性であるという、ありきたりなお話しかできなかった。

今回、詳しいお話をお聞きし、大変すばらしいと思った。 

 その中で、個人のQOLに対して「Quality of Community」というお話について。

やはりリーダーシップがないと、誰かが旗振り役としてある程度方向性をつけ

ることができない。３つのパターンもお示しいただいた。それでもまだ、どうし

てこのようなことが本当に起こり得たのか興味が尽きない。言うは易し行うは

難しと思う。航空宇宙プロジェクトのところで、JISQを持っていたところが当

初は１社であったところから27社になるところまでの最初の一転がりは、現実

にはどの地域においても起こりにくいのではないかと思う。これを実際に実現

し得た直接的な理由は、どのようなものなのか。 

○牧野委員 これを進めたマネジャーがいらっしゃる。南信州・飯田産業セン

ターにおいて、ヘッドハンティングをした。シチズングループの飯田市の会社

の社長。その人は飯田には地縁も血縁もない。群馬出身の方で、会社の関係で来

ていたのだが、この地域がすごく気に入り、80歳になっているが、奥さんを東京

に置いて、そのまま単身赴任を続行中である。その方が実はこの航空宇宙プロ

ジェクトの中に入って、精密産業の皆さん方を説得して回ったのである。最初、

これをやりましょうと言ったら、みんなおもしろそうだねと寄ってくる。しか

し、参入障壁の高さで、みんな尻込みしてしまった。それを一社一社説得してい

く人がいたというのは事実。そこからこの話は始まる。 

○齊藤委員 大変すばらしいお話です。ありがとうございました。 

○駒村委員 飯田市の地域自治組織も、市民がお客様感覚でいてもらっては困

る。自分たちがサービスのプロバイダーにもならなければいけないというとこ

ろ。つまり社会福祉法人は住民主体でつくったということか。 

○牧野委員 そうである。 

○駒村委員 社会福祉法人というと制度ビジネスである。社会福祉法人も社会

福祉協議会も両方とも地域福祉の中で制度の中にはいるが、あまり住民のとこ

ろに入ってこない。33ページの図の中では、社会福祉法人や社会福祉協議会は

どの辺に位置づけられるのか。「共創の場」に入っているか、その外にいるのか。 

○牧野委員 分野によって、もちろん入ってくる。社会福祉法人千代しゃくな

げの会は、千代地区にいらっしゃる皆さん方が全戸１人１万円ずつ出して、そ

れによってつくられたものである。もともとは保育園を統廃合する話から始ま

って、行政としては統廃合して公立を維持するのか、それともそれぞれ分園形

式に置いておいて民営化するのかどちらか選んでくれというお話をさせてもら

った。そのときに、地域の方は、統廃合であれば、民営化して自分たちでやるこ

とを選択した。各戸回って１万円集めたときの理由は、もちろん保育園の園児

がいないお宅もあるわけだが、社会福祉法人にして、保育園もやるけれども、老
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人福祉施設もやるから、あなたも関係あると説明して、説得して回った。実際

に、保育園の皆さん方がデイサービスへ行って、まさに世代間の交流を図るこ

とも始まっている。このように社会福祉法人を運営できるようになったので、

この地域としては、非常にハッピーな話になった。 

○駒村委員 昔あった、互助の「講」とか「結」とか、そのような感じのイメー

ジがある。ありがとうございます。 

○柴田委員 少なくとも10年ぐらい前まで、日本で限界集落、それが最近消滅

集落と、非常に社会問題化してきた。飯田市はいち早く取組がなされていると

いうことで注目をされていたと思う。キーワードは、人材サイクルの構築とい

うところで、当時は帰ってくる産業づくり、帰ってくる人材づくり、住み続けた

いと感じる地域づくり。こういうキーワードで、とにかく人材サイクルの構築

から始まった。果たして、10年前、私もうまくいくのかと疑心暗鬼であったのだ

が、ここまで産業集積が進んできているということは、改めて驚いた。私の質問

は、何がこの推進役になったのかという点である。 

 もう一つ、この地域の産業づくりに「農業農村」というキーワードがあらわれ

てこないのだが、地域資源の魅力の向上ということもあるわけで、ここまで産

業化が進んで、集積が進んだ場合に、農業農村という立場から見た場合の、この

地域資源の保全との関係はどうなっているのか。まさに、お互いに産業基盤が

発展すればするほど、水も川も山林も地域社会も相互に生きてくる。りんご並

木の話はあるが、もうちょっとオーソドックスな農業農村との関連をお聞かせ

いただきたい。 

○牧野委員 時間の関係で、事例を２つ挙げるだけにとどまっている。農業の

取組や、環境の取組も飯田市のフラッグシップである。 

 農業の話が実はすごく大事で、人間関係の構築力を高めるために、農村の体

験というものは人材育成に非常に重要であるという捉えをしている。地域の中

の農業を６次産業化したり、あるいは高付加価値化することによる維持ととも

に、人材育成の場として、体験教育旅行やフィールドスタディー、あるいはこの

地域のコミュニティ・スクールの取組等を進めていく上で、そうした農村社会

とのかかわりは非常に大事になってくると考えている。こういったコミュニテ

ィの基盤になっているのも、そうした農村社会があるというのは言うまでもな

いと思っている。 

○高橋座長 事務局資料の２ページの改革の方向性のところ。４番目にコミュ

ニティ・生活圏の確立というものがあるが、コミュニティの質を上げる、経済活

動を生み出す上での人の集積のようなもの。その辺が課題として挙がってこな

いといけないのではないか。右側の対策として、例えばコンパクトシティなど

が挙がっているが、政策課題としてコンパクトシティは重要なのだが、何のた
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めにコンパクトシティをつくるのかといえば、その地域のQOLを上げるため、あ

るいはにぎわいをつくり出すためである。地域のQOLを上げるところを課題とし

て、挙げないといけないのかなと感じた。その辺を少し御検討いただきたい。 

○事務局 御指摘のとおりと思う。今回は特にデモグラフィックな部分、人口

が減っていく、あるいは限界集落、地域消滅といったところに軸足を置いて構

築したところである。もちろんにぎわいや生活の質といった点も重要と考えて

いるところである。 

 後ろの資料において、コンパクトシティについて内閣府が実施した意識調査

を添付している。居住地を中心部に集約するということについての意識調査で、

余りポジティブな結果が出ていないといったところもあり、住民の意識の問題

など、そういったところも踏まえて、多角的に検討していくべき問題であり、御

指摘のとおりと思う。 

○高橋座長 飯田市長の御説明の21ページ。インフラの整備の仕方についても

発想の逆転があるわけである。これは非常に重要なこと。まさに箱をつくって、

そこから地域の生産性を上げるという発想ではなく、地域をつくり込むために

社会資本はあるのだという、そこの発想は非常に大事。そういうところが生か

せる課題設定、具体例になっていかないといけない。 

○事務局 御指摘のとおりである。社会資本の整備の方向性、牧野委員からご

説明のあったまず広域連携が先か、社会資本整備が先か等のアプローチは、大

変意義深い御指摘と認識している。 

○齊藤委員 事務局の資料に関して２ページ。世界の国際旅行者数の増加から

需要の維持・消費呼び込み、地域資源の魅力向上とつながっていく。今回のタス

クフォースが2030年からのバックキャストということでコメントさせていただ

きたいのは、バーチャルリアリティーのところの技術革新が非常に進んできて

いる。ゴーグル型の、しかも没入感の非常に高いデバイスが出てくる延長線に

何があるのかというと、バーチャルリアリティーは技術的にリアリティーを超

えてくるような質になっている。インバウンドというところで余り大きな期待

をしてしまうと、バーチャルにリアルな体験ができるとすれば、わざわざその

場所に行かない人が結構ふえてくるであろうという意味では、数年はいいと思

うのだが、2030年を見やったときには、余り現実的に人が移動するのかどうか

というところの問題を押さえておく必要があると考える。 

 コンパクトシティ等のお話に関連して、個人的にはこれも2030年を見やると、

電気自動車、そして自動運転というところで、コミューターとしての車の役割

が全然変わってくるだろうと期待する。必ずしも拠点を整備してそこにある程

度人を集めなくても、むしろ住民サービスであったり、あるいはコンビニ自体

であったり、医療であったりというものが、無人の自動車によって、過疎の場所
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であっても個々の家庭に来てくれる。それが大きな公共インフラなどを整備せ

ずとも、非常に安いコストで人手をかけずに人手不足の問題も解消しながらそ

ういうサービスが提供できるということになると、また別の地方の特に過疎地

域の維持への現実解が、技術的には出てくるのではないかと考えている。 

 

 


